
令和６年１月２６日令和５年度 第５回 静岡市上下水道事業経営協議会

資料５

水道事業経営の見通しについて



管・施設の老朽化に伴う

更新需要の
急速な増大

●取り巻く経営課題

１

１ 基本方針 ・ 経営課題

人口減少

R25までに年間の
料金収入が１2％減

物価高騰に伴い

投資・維持管理
コストの増加

電気料金（R3→R4で４５％増）
資材費（H30→R4で30％増）、労務単価

●水道事業の基本方針

安全・安心な水を持続的に安定・安価に供給する

資材費1.3倍上昇 （H30→R4）

『子どもたち、孫たちの世代に健全で強靭な水道を引き継ぎ、現在の水道サービスの水準を維持でき
る、持続可能な水道事業の実現を目指す』

P２ P３ P５

このほか、『技術者不足』 など課題は様々

台風15号直後の承元寺取水口

自然災害の
激甚化



２ 経営課題 ～更新需要の急速な増大～

高度経済成長期以降に布設した

大量の水道管の更新時期 が到来

想定使用年数とは

管種や布設環境に応じて
全ての管に40～100年の想定使用年数を

設定している ２
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想定使用年数超過延長（累積）

■R4年度までに想定使用年数を超過した延長（km）
■R5年度以降に想定使用年数を超過する延長（km）

想定使用年数を超過した管が現在 １６０km

12年後には、、、２４０km に増加

このほか、
・想定使用年数未満でも漏水履歴がある管
・耐震性能を有さない基幹管路

などの管も更新していかなければならない
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法定耐用年数による水道管更新のイメージ図

事業量の急増
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12年で

1.25倍

３ 経営課題 ～維持管理コストの増加～

更新需要の増大や物価高騰などに伴う総費用の増加により、給水原価（水１㎥の製造単価）は増加傾向

給水原価（円） ： 【経常費用－（受託工事費＋材料及び不用品売却原価＋附帯事業費）－長期前受金戻入】÷年間総有収水量 ３



４ 経営課題 ～維持管理コストの増加～

令和３年度から４年度にかけて、動力費が急上昇 （R3→R4 1.45倍）

４
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給水人口(万人） 給水戸数（万戸）

給水人口（人）（万人・万戸）

実績 見込

給水戸数（少人数世帯の増加等により増）

５ 経営課題 ～給水人口の減少～

人口減少に伴い、給水人口は年々減少傾向。マンション等の建設や世帯構成の変化により、給水戸数は増加傾向
⇒ 基本料金収入の増、従量料金収入の減

給水人口

５
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基本料金 従量料金 有収水量（万㎥）給水収益（億円） 有収水量（百万㎥）

※料金改定

６ 経営課題 ～給水収益（料金収入）の減少～

人口減少に伴う有収水量の減少により、給水収益が年々減少傾向
⇒ このペースで減少が続けば、R25には給水収益がR5から１2％減少する見込み

６

20年で

１2％減

台風15号
▲２億円
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基本料金 従量料金

円

静
岡
市

平
均
値

都市名 新潟市 仙台市 札幌市 さいたま市 福岡市 千葉市 横浜市 京都市 熊本市 岡山市 名古屋市
基本料金 52.3% 32.1% 39.8% 34.0% 43.6% 30.1% 30.8% 33.6% 45.3% 38.1% 40.4%
従量料金 47.8% 67.9% 60.2% 66.0% 56.4% 69.9% 69.2% 66.4% 54.7% 61.9% 59.6%
都市名 東京都 静岡市 神戸市 相模原市 堺市 広島市 北九州市 川崎市 浜松市 大阪市 平均
基本料金 45.7% 29.5% 37.8% 31.1% 29.0% 36.3% 40.5% 25.1% 32.0% 44.3% 36.7%
従量料金 54.3% 70.5% 62.2% 68.9% 71.0% 63.7% 59.5% 74.9% 68.0% 55.7% 63.3%

７他都市との水道料金比較（一般家庭モデル）１か月２０㎥の場合（税込）【R5.4.１現在】

７ 水道料金の状況 （本市水道料金の現状） 政令市比較

・ 一般家庭における本市の水道料金は、全国・政令市・静岡県内平均に比べ、安価
・ 政令市平均に比べ、水道料金収入の内、基本料金収入が占める割合が少ない（収益が使用水量の増減に影響を受けやすい）

直近改定 ： 横浜市（12.0％）※R3.7～
改定検討中： 浜松市（19.9％）※時期未定

岡山市（20.6％）※R6.4～

全国平均：3,343



８静岡県内の水道料金比較（一般家庭モデル）１か月２０㎥の場合（税込）【R5.10.１現在】

８ 水道料金の状況 （本市水道料金の現状） 静岡県内比較
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県内水道事業の水道料金比較（一般家庭モデル）口径20㎜月20㎥ 税込み R5.10,1現在

基本料金 従量料金

円
都市名等 下田市 湖西市 牧之原市 森町 菊川市 袋井市 南伊豆町※ 磐田市 河津町※ 掛川市 吉田町 伊豆市 東伊豆町※ 富士市 藤枝市 御殿場市 御前崎市 島田市
基本料金 66.5% 55.9% 47.8% 67.2% 34.5% 45.5% 45.5% 38.8% 46.9% 33.3% 60.2% 33.6% 50.2% 64.7% 48.8% 52.0% 43.0% 38.8%
従量料金 33.5% 44.1% 52.2% 32.8% 65.5% 54.5% 54.5% 61.2% 53.1% 66.7% 39.8% 66.4% 49.8% 35.3% 51.2% 48.0% 57.0% 61.2%
都市名等 松崎町※ 熱海市 静岡市 裾野市 大井上水道企業団 伊東市 浜松市 三島市 焼津市 西伊豆町※ 函南町※ 伊豆の国市 富士宮市 沼津市 長泉町 小山町 平均
基本料金 46.0% 100.0% 29.5% 42.6% 32.8% 41.5% 32.0% 42.9% 51.0% 47.4% 100.0% 41.0% 45.5% 28.6% 61.9% 59.3% 49.3%
従量料金 54.0% 0.0% 70.5% 57.4% 67.2% 58.5% 68.0% 57.1% 49.0% 52.6% 0.0% 59.0% 54.5% 71.4% 38.1% 40.7% 50.7%

※は用途別料金体系
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料金回収率・供給単価・給水原価の政令市比較（R4決算）
※千葉・相模原市は市直営の経営規模が小さい（県営が主体）ため除く

供給単価（売値） 給水原価（製造コスト） 料金回収率

円/㎥

静
岡
市

平
均
値 ９

９ 水道料金の現状（他政令市比較） 料金回収率・供給単価・給水原価の比較

本市は１㎥あたりの供給単価（売値）は低いものの、給水原価（製造コスト）がさらに低いことにより、料金回収率は上位
⇒料金は安価であるものの、料金回収率は高いため、現状、投資にお金を回すことができている



災害時の長期間の断水リスクを軽減するため、

重要な基幹管路（導水管）・施設
の耐震化に集中

基幹管路の耐震化：24.7km（R16末：４9％）
配水池の耐震化 ： ３施設 （R16末：62％）

１０

１０ 課題に対する取組状況 と 今後１２年間の取組目標

現
状

減災対策（安全・安心） 統廃合（持続性）

目
指
す
姿

水需要（R50に２割減）の減少が見込まれ、

このままでは将来の施設規模が過大に

R2からペースアップしているものの

水道管の取り替えに１４０年
更新率 R１：年0.3% （8km）

R４：年0.7% （19ｋｍ）

管・施設の減災対策が不十分であり、

災害時に 長期断水のリスク
R4基幹管路の耐震管率：４２% （R3政令市：45％）
R4配水池の耐震化率 ：４５％ （R3政令市：74％）

計
画
事
業
量

（
R
5
～
R
1
6
）

徹底した コスト縮減の取組 をしたうえで 合理的な負担 を求める

災害時の長期間の断水リスクを軽減するため、

管・施設の耐震化率を １００％

老朽化対策（安全・安心）

水道管の取り替え ８５～１００年
（老朽管240kmの解消）

更新延長：年間26km～31km
更 新 率 ：1.0～1.2％

施設配置計画（水運用計画）に基づいた

施設の統廃合
（５施設増強、６施設廃止・縮小）

建設コスト縮減額 7０億円

施設配置計画（水運用計画）に基づいた

施設の統廃合
（８施設増強、２０施設廃止・縮小）

統廃合終期（R50）までの建設コスト縮減額 16０億円

安全・安心な水の供給を図るため、

漏水を抑制する



１２

１１ コスト縮減・収益確保の取組

コスト縮減収益増加の取組により、既に反映済みの効果額は 50億円
<代表事例①> <代表事例②>
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管路工事費の推移（設計ベース・鋳鉄管 口径150mm）

撤去費

管布設費

（円/m） 削減策① 撤去なしで１工事で３０％削減更新単価（円/m）が

５年で1.4倍

削減

95,000

16,000

削減策② 管種変更で１工事で１５％削減

１２

１２ コスト縮減・収益確保の取組 （事例①）

管路更新に要する費用は年々増加傾向
削減策① ： 既設管の有効活用により撤去費を削減 → 削減額 １８億円 （R5～R16） ※全工事への適用不可

削減策② ： 管種変更（鋳鉄管→ポリエチレン管）による減 →  〃 ９億円 （ 〃 ） 〃



0.0%0.0%改定率 14.8%（改定済） 0.0%
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補てん財源残高 （単位：億円）建設改良費 （単位：億円）

決算額・繰越額

耐震化

老朽化

統廃合

その他（人件費等）

収支ギャップ
R4→R5繰越額48億円の内訳

老朽化： ５億円
耐震化：38億円
その他： ５億円

現行料金算定期間 １年先延ばし 次期料金算定期間

１３ 収支ギャップの発生 ～建設改良費（棒）と補てん財源残高（折れ線）の推移～

老朽化による更新需要の増大、物価高騰に伴う投資コストの上昇などの影響により、建設改良費は年々増加見込
この投資計画のまま執行すれば、補てん財源残高は令和１0年度に枯渇する。

１３



１４

１４ 収支ギャップへの対応例

具体的な検討内容対応例

企業債残高や給水収益の見込みなどから
現役・将来世代の負担バランスを検討

■ 料金改定による増益

■ 投資事業量の調整

■ 企業債の発行増

■ 更なるコスト縮減 更なるコスト縮減策の検討を進めるとともに
新技術の活用等により安定給水を確保しつつ

事業量の調整を検討

１

２

３

４

上記方法の組み合わせによる 収支ギャップの解消 の検討を進めていく


